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第１章 はじめに 

１－１ 計画の目的 

（１）計画の目的 

「湯河原町学校施設長寿命化計画」（以下、「本計画」という。）」は、学校施設を将来にわた

り安全・安心に使い続けるために、施設の現状や老朽化状況を把握し、改修等の優先度及びライフ

サイクルコスト等を明らかにしながら、今後の維持保全の整備内容、時期、費用等の計画（ロード

マップ）を策定することを目的とします。 

 

１－２ 計画の位置づけ 

 本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」及び「湯河原町新総合計画（ゆがわら 2011 プラ

ン）」等に基づき策定された「湯河原町公共施設等総合管理計画」（以下、「総合管理計画」とい

う）を指針とした個別施設計画として位置づけます。 

 

 

 

表 １-１ 本計画の位置づけ 

１－３ 計画期間 

本計画の計画期間は、総合管理計画の計画期間が 30 年間（2016 年度～2045 年度）であることを踏

まえし、2021 年度から 2045 年度までの 25 年間とします。 

ただし、計画期間内でも社会情勢、国の制度変化などの動向により、適宜、計画を見直すこととし

ます。 

 

  

（個別施設計画）

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

公共施設等
総合管理計画

各省庁が策定 湯河原町
公共施設等総合管理計画

湯河原町新総合計画
（ゆがわら2011プラン）

河
川

道
路

学
校

河
川

道
路

学
校

湯河原町
学校施設
長寿命化計画

公
営
住
宅

道
路

河
川

（行動計画） 【国】 （行動計画） 【地方】

（個別施設計画） （個別施設計画）
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１－４ 対象施設 

本計画の対象施設は、本町が所有・管理する公共施設のうち、学校施設に分類される 4 施設（15

棟）を対象とします。 

 

 

＜総合管理計画の対象施設＞ 

 

＜本計画の対象施設＞ 

施設名 建物名称 建築年度 経過年 構造 耐震化状況 
延床面積

（㎡） 

大規模改造 

実施年 

湯河原小学校 A 棟 1976 44 RC 診断済・補強済 2,854.00  2007 

B 棟 1974 46 RC 診断済・補強済 3,103.00  2006 

C 棟 1972 48 RC 診断済・補強済 2,300.00  2005 

渡り廊下棟 1972 48 RC 診断済・補強済 433.00  2008 

体育館 1967 53 RC 診断済・補強済 1,345.00  2008 

吉浜小学校 北棟 1968 52 RC 診断済・補強済 1,796.00  2006 

中棟 1969 51 RC 診断済・補強済 1,796.00  2007 

南棟 1970 50 RC 診断済・補強済 1,753.00  2008 

体育館棟 1982 38 RC 診断不要 1,038.00  － 

東台福浦小学校 校舎棟 1986 34 RC 診断不要 2,996.00  － 

屋内運動場棟 1986 34 RC 診断不要 1,845.00  － 

湯河原中学校 教室棟 1981 39 RC 診断不要 6,310.00  － 

体育館棟 1981 39 RC 診断不要 2,396.76  － 

管理棟 1982 38 RC 診断不要 2,944.00  － 

部室棟 1981 39 RC 診断不要 157.00  － 

図 １-１ 本計画の対象施設 

学校施設を対象 
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第２章 学校施設の目指すべき姿 

２－１ 上位関連計画 

 上位計画等における学校施設に関する事項については、次のとおりです。 

計画名等 方針・施策等 

湯河原町新総合計画（ゆ

がわら 2011 プラン） 

（2011～2020 年度） 

策定 平成 28 年 3 月 

【まちの将来像】 

『湯けむりと笑顔あふれる四季彩のまち 湯河原』 

【まちづくりの基本目標】 

基本目標４ 生涯を通じて学び豊かな心を育むまちづくり 

 地域の伝統を大切にしながら、生涯に渡る文化、学習、スポーツなどの

活動を通じて、健やかな体と豊かな心を育むまちづくりを進めます。 

【主要施策】 

（１）小・中学校教育の充実 

②小学校教育の充実 

副読本「ゆがわら」の冊子を作成し、社会科や総合的な学習の時間など

で湯河原の歴史や産業・観光などを学習し、郷土である湯河原に愛着を持

てる心の習得をめざします。また、学校支援ボランティアなど、地域の人

材を活用するほか、教材用備品や児童生徒用図書の整備を進めます。 

③中学校教育の充実 

地域の資源や人材などを活用したキャリア（職場体験）教育を通じて、

地域の人々とのコミュニケーション能力を養い、自己の将来を見通した進

路の発見やそのために何を学習したらよいのかという「気づき」を身につ

ける教育を推進します。また、地域の人材を活用した学習支援ボランティ

アにおいても、地域の方々が学習支援や援助などを行う中で、生徒の学習

の広がりや教養の育成に努めます。 

⑩教育施設・設備・整備の推進 

教育環境を整えるため、小・中学校などの施設や設備の整備を計画的に

実施していきます。 

また、小・中学校施設の更新や長寿命化計画策定の検討など、児童・生

徒が安全・安心して学習ができるように取り組んでいきます。 

パソコン教室用のパソコンの更新については、計画的に整備を図りま

す。 

⑪教育行政における諸問題の検討 

教育行政が、福祉や地域振興など一般行政とより密接に連携するため、

町との協議の場である「総合教育会議」において、町民の意向の反映と教

育、芸術、文化等の振興に関する施策について協議していきます。また、

少子化を見据えた学校のあり方や、学校の位置などを含めた教育環境の整

備についても検討していきます。 
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計画名等 方針・施策等 

湯河原町教育大綱 

（2020 年 4 月 

～2024 年 3 月） 

策定 令和 2 年 2 月 

【目標】 

生涯を通じて学び豊かな心を育むまちづくり 

【重点的に取り組むべき項目】 

〇確かな学力 

・保育所、幼稚園、小学校、中学校が連携した教育を推進します。 

・高度情報化社会の進展により、ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）を

活用して、多様な児童・生徒たちを誰一人取り残すことなく、 情報社会

に対応した 「情報活用能力」を身に付けることができるよう、 ＩＣＴ機

器の整備や情報教育の充実を図ります。 

〇児童・生徒の安全確保 

・校舎、体育館等について、長寿命化や整備計画を策定します。 

・学校、地域、家庭や関係機関が連携して、交通安全や防犯、非行などの見

守りの充実を図ります。 

〇地域ぐるみの教育体制 

・学校支援ボランティアの活用や青少年団体、スポーツ団体など幅広い参画

を得て「学校を核とした地域づくり」として地域全体で学校を支援する体制

を推進します。 

・地域に開かれた学校づくりを推進するため、コミュニティスクールの導入

を検討します。 

・安心、安全な子どもの活動拠点（居場所）の充実を図ります。 

〇小中一貫教育及び小規模校への対応の検討 

・義務教育の９年間を通じて、児童生徒の発達段階に合った学びができるよ

う、本町の特性を考慮しながら検討します。 

〇未病を改善する活動の支援 

・高齢者を中心とした健康・体力保持により、未病を改善する活動を支援し

ていく。また、県から「未病いやしの里の駅」に指定されている町内の施

設について、その活用を図ります。 

湯河原町公共施設等総合

管理計画 

（平成 28 年度から 

30 年間） 

策定 平成 29 年 3 月 

 

 

【公共施設の管理運営の基本方針】 

（４）施設の長寿命化 

公共施設の「質の見直し」について、本町ではこれまでも町民ニーズなど

に応じて、耐震改修やバリアフリー化など施設の改修及び老朽化等による更

新を行ってきました。しかし、今後の財政状況を考慮しますと古い施設を解

体し同規模以上の施設を更新していくような施設整備は続けていくことは難

しい状況となっております。今後は、既存施設の長寿命化を目指し、効率的

な維持管理が求められます。 

【施設類型ごとの管理運営の基本方針】 

今後、長寿命化への対応を進めるにあたっては、小中学校の児童・生徒数

の減少が予想されるため、現状を総合的に判断して、適正な維持管理を行い

ます。 
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計画名等 方針・施策等 

湯河原町地域防災計画 

策定 平成 28 年 2 月 

第３部 地震災害応急対策計画 

第４節 避難対策 

１ 避難場所等の種別と役割 

広域避難場所：各小学校グラウンド及び教育センター駐車場 

 大火災の発生という最悪の状況下で、火災が延焼拡大しても輻射熱や 

煙に冒されることなく安全が確保できる場所 

避難施設（指定避難所）：主に町内の会館、保育園及び小学校の体育館等 

 災害に伴い家屋の倒壊、焼失により帰宅できない被災者が臨時に生活を 

行う収容施設 

第 12 節 広域応援体制等の拡充 

２ 応援受入体制の確立 

町は、広域応援活動拠点への広域応援部隊の円滑な受入れのための設備 

の整備を進めます。 

この際、使用できる施設等をあらかじめ「広域応援活動拠点候補地」と 

して定めます。 

 湯河原小学校/湯河原中学校/吉浜小学校/東台福浦小学校 

第４部 風水害等災害予防計画 

第１章 都市の安全性の向上 

第７節 建築物の安全確保 

 町は、県と協力し、地下室の安全対策、落下物防止や浸水防止の普及、啓

発を行うとともに、建築物の所有（管理）者に対して指導助言に努めます。 

また、町及び施設管理者は、不特定多数の者が使用する施設並びに学校及

び医療機関等の応急対策上重要な施設、要配慮者に関わる社会福祉施設、医

療施設等について、風水害に対する安全性の確保に十分配慮します。 
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２－２ 学校施設の目指すべき姿 

上位関連計画を踏まえ、学校施設の目指すべき姿は次のとおりとします。 

 

上位関連計画の抜粋 

【安全性・快適性】 

・長寿命化や整備計画を策定 

・安心、安全な子どもの活動拠点（居場所）の充実 

・風水害に対する安全性の確保 

 

【学習機能】 

・郷土である湯河原に愛着を持てる心の習得 

・地域人材の活用やキャリア（職場体験）教育 

・教材用備品や児童生徒用図書の整備 

・保育所、幼稚園、小学校、中学校が連携した教育を推進 

・ＩＣＴ機器の整備や情報教育の充実 

 

【地域の拠点】 

・「学校を核とした地域づくり」として地域全体で学校を支援する体制を推進 

・広域避難場所、避難施設（指定避難所）の指定、広域応援活動拠点候補地 

 

 

湯河原町の学校施設の目指すべき姿 

安心、安全な子どもの活動拠点（居場所）としての学校施設 

・児童生徒が安心、安全な学校生活を過ごせるように、安全性に配慮した施設整備を図ります。 

・児童生徒の活動拠点（居場所）として機能するように、快適性に配慮した施設整備を図ります。 

 

多様な学習機能を備えた学校施設 

・地域・郷土への理解や情報教育など、社会環境の変化に応じて多様な学習ができる施設整備を図

ります。 

 

地域と連携した学校施設 

・地域の人々に開かれた環境づくりや、地域活動の拠点としての施設整備を図ります。 

・地域の防災拠点としての役割を担う施設として、災害時の対応に配慮した施設整備を図ります。 
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第３章 学校施設の実態 

３－１ 学校施設を取り巻く状況 

（１）人口動向 

○総人口は、1980 年の 25,000 人程から 1995 年の 28,000 人程をピークに推移していましたが、

2000 年から減少傾向となり、2015 年では 1980 年の人口を下回っています。 

○1980 年以降の年齢 3 区分別人口割合をみると、高齢者人口割合は増加傾向であり、2015 年は

39.0％となっています。一方、年少人口割合は減少傾向であり、2015 年は 9.1％となっていま

す。 

○国立社会保障・人口問題研究所の推計結果によると、今後も人口減少及び少子高齢化の進行が

見込まれ令和 27（2045）年の人口推計は 13,510 人と推計されています。 

 

 

 

資料：現況値は国勢調査、将来推計値は国立社会保障・人口問題研究所の日本の地域別将来推計人口（平成
30（2018）年推計）」 

※総人口は年齢不詳を含んでいます。 
※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 
 

図 ３-１ 人口構成別の推移と将来推計 
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（２）財政状況 

○普通会計の歳入決算額は、近年増加傾向にありますが、町税は減少傾向であり、歳入における

地方交付税の割合は高くなってきています。 

○普通会計の歳出決算額も近年増加傾向にあり、平成 30 年度の歳出決算額は、約 98 億円となっ

ています。決算額の内、扶助費※1は約 9.5 億円であり、平成 21 年度と比較すると約 2 倍に増加

しています。仮に今後も扶助費の増加傾向が続くとすると、学校施設の維持・更新に充てる普

通建設事業費※2を圧迫することも考えられます。 

  
資料：総務省 地方財政状況関係資料 市町村別決算状況調 

図 ３-２ 歳入の推移 

 

  
資料：総務省 地方財政状況関係資料 市町村別決算状況調 

図 ３-３ 歳出の推移  

                                                      

※1 社会保障制度の一環として、児童、老人、心身障がい者などを援助するために使用する経費 
※2 道路、学校、庁舎などの公共施設等の建設などに使用する経費 
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534 738
780

913
870

678

453

564
522

507

532
553

607
593

572
567

1,157

972
935

1,009

1,206
1,191

1,240
2,449

2,283 1,758
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8,592
8,257

9,357

8,688
8,914

9,436

10,335 10,475
10,148

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

地方税(町税) 地方交付税 その他一般財源 地方債 国庫支出金 都道府県支出金 その他特定財源

（百万円）

2,580 2,447 2,459 2,359 2,323 2,322 2,278 2,241 2,243 2,218

1,010 985 983 949 923 809 744 717 661 636

526 813 870 896 926 956 1,055 1,118 1,063 945

1,150 1,205 1,248 1,248 1,232 1,307 1,379 1,460 1,485 1,599

53
59 56 50 53 56 77 54 58 61

856 692 740 742 727 981 842 951
1,656 1,516429 669 386

1,636

582
819 1,045 790

1,207 1,510

37

114
345

155

83

240
7

320
1,252

830 277

50

30
30

30

25
15

12

10

6
4

1,166

1,155
1,126

1,091

1,127
1,133

1,185

1,244
1,013

985

7,933

8,398
8,054

9,084

8,158
8,405

8,937

9,838
10,223

9,787

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

人件費 公債費 扶助費 物件費 維持補修費 補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 積立金 投資及び出資金／貸付金 繰出金

（百万円）
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（３）公共施設の保有量 

○本町の公共施設は 45 施設であり、総延床面積は約 71,000 ㎡です。内訳を見ると、学校教育系

施設が約 33,100.㎡（約 47％）と最も多く、次いで集会施設が約 8,300 ㎡（約 12％）、庁舎施

設が約 5,700 ㎡（約 8％）となります。 

 

 

表 ３-１ 公共施設一覧 

施設類型 施設数 棟数 
延床面積 

（㎡） 

構成比 

（％） 

庁舎施設 1 3 5,712.89 8.1 

消防施設 10 10 2,133.47 3.0 

学校施設 4 15 33,066.76 46.6 

体育施設 2 2 5,163.59 7.3 

子育て支援施設 5 5 4,094.76 5.8 

集会施設 11 11 8,272.31 11.7 

保健福祉施設 2 2 1,274.59 1.8 

町営住宅 1 3 2,492.00 3.5 

観光施設 4 4 2,406.96 3.4 

公園施設 3 10 1,474.38 2.1 

生涯学習施設 2 3 4,851.95 6.8 

合計 45 68 70,943.66 100.0 

※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 

 

 

※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 

図 ３-４ 施設類型別の延床面積割合 
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３－２ 学校施設の状況 

（１）児童生徒数、学級数の推移と動向 

① 小学校 

◯平成 26 年度以降の児童数の推移をみると、すべての小学校で概ね横ばい、または減少傾向とな

っています。 

○学級数も児童数と同様にすべての小学校で減少傾向となっています。 

 

  

資料：湯河原町統計要覧、文部科学省 公立学校施設等の総括表 

図 ３-５ 児童数の推移 

 

表 ３-２ 児童・学級数の推移 

 

資料：湯河原町統計要覧、文部科学省 公立学校施設等の総括表 

  

430
395 397

378 379
345
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443 452 463

439

134 131 122 133 130 119

0
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300

400
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600

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

湯河原小学校 吉浜小学校 東台福浦小学校

（人）

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

湯河原小学校 児童数（人） 430 395 397 378 379 345

学級数（学級） 19 15 15 14 15 15

吉浜小学校 児童数（人） 480 469 443 452 463 439

学級数（学級） 19 19 17 17 17 17

東台福浦小学校 児童数（人） 134 131 122 133 130 119

学級数（学級） 8 8 8 8 8 7

計 児童数（人） 1,044 995 962 963 972 903

学級数（学級） 46 42 40 39 40 39
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◯令和 2 年度以降の児童数の動向をみると、すべての小学校で減少傾向となっています。 

○学級数はすべての小学校で横ばいとなっています。 

 

 
資料：学校教育課資料 

図 ３-６ 児童数の動向 

 

表 ３-３ 児童・学級数の動向 

 
資料：学校教育課資料 
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令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

湯河原小学校 吉浜小学校 東台福浦小学校

（人）

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

湯河原小学校 児童数（人） 332 325 311 296 266 263 258

学級数（学級） 12 12 12 12 12 12 12

吉浜小学校 児童数（人） 405 371 344 309 267 250 228

学級数（学級） 12 12 12 12 12 12 12

東台福浦小学校 児童数（人） 113 101 100 82 73 65 60

学級数（学級） 6 6 6 6 6 6 6

計 児童数（人） 850 797 755 687 606 578 546

学級数（学級） 30 30 30 30 30 30 30
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② 中学校 

○湯河原中学校の生徒数は、平成 26 年度以降、減少傾向でしたが、令和元年度は前年度を上回っ

ています。 

○湯河原中学校の学級数は生徒数と同様に平成 26 年度以降、減少傾向となっています。 

 

  
資料：湯河原町統計要覧、文部科学省 公立学校施設等の総括表 

図 ３-７ 生徒数の推移 

 

 

表 ３-４ 生徒・学級数の推移 

 

資料：湯河原町統計要覧、文部科学省 公立学校施設等の総括表 
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湯河原中学校

（人）

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

湯河原中学校 生徒数（人） 554 536 497 484 456 468

学級数（学級） 17 18 17 16 15 15

計 生徒数（人） 554 536 497 484 456 468

学級数（学級） 17 18 17 16 15 15
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◯令和 2 年度以降の生徒数の動向をみると、概ね横ばい、または減少傾向となっています。 

○学級数は横ばいとなっています。 

 

 

資料：学校教育課資料 

図 ３-８ 生徒数の動向 

 

表 ３-５ 生徒・学級数の動向 

 

資料：学校教育課資料 
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湯河原中学校

（人）

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

湯河原中学校 生徒数（人） 464 477 462 455 465 435 395

学級数（学級） 12 12 12 12 12 12 12

計 生徒数（人） 464 477 462 455 465 435 395

学級数（学級） 12 12 12 12 12 12 12
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（２）学校施設の配置状況 

○学校施設の配置状況と年少人口動態をみると、湯河原小学校、吉浜小学校の周囲で減少すると

推計されています。 

 

 
資料：2015 年：国勢調査、2050 年：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 

（平成 29 年 1 月推計）」の推計値を使用して作成 

図 ３-９ 学校施設の配置状況及び人口動態 
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（３）施設関連経費の状況 

  ○学校施設における施設関連経費の過去５年間の平均は約 0.9 億円/年です。 

 

表 ３-６ 施設関連経費の推移 

 

 

  

（単位：円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平均

施設整備費 70,408,116 6,112,800 32,508,000 0 21,114,400 26,028,663

その他施設整備費 41,634,000 13,469,760 32,231,880 21,282,994 5,723,400 22,868,407

維持修繕費 12,235,382 5,185,822 5,587,500 5,236,718 6,477,859 6,944,656

光熱水費・委託費 37,006,881 35,716,545 38,581,976 41,609,470 36,885,323 37,960,039

合計 161,284,379 60,484,927 108,909,356 68,129,182 70,200,982 93,801,765
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（４）学校施設の保有量 

  ○計画対象施設（校舎、屋内運動場、管理棟など）15 棟は、新耐震基準、または耐震診断・耐震

改修が実施されているため、すべて耐震基準を満たしています。 

○計画対象施設 15 棟すべてが築 30 年以上となっているため、多数の建物が改築時期を迎えま

す。 

○湯河原小学校の体育館、吉浜小学校の校舎（北棟、中棟、南棟）は、築 50 年以上を経過してい

ます。 

 

 

※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 

図 ３-１０ 対象建物の築年別整備状況 
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（５）今後の維持・更新コスト（従来型） 

○計画対象施設をすべて維持した場合の従来型（築 50 年で改築）の維持・更新コストは、今後

40 年間で約 178 億円、年平均約 4.5 億円と試算されます。 

○過去５年間の施設関連経費の平均は約 0.9 億円となっており、約 5 倍のコストがかかると見込

まれます。 

 

 

※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 

図 ３-１１ 今後の維持・更新コスト（従来型） 

 

【コスト試算条件】 

・基準年度：2020 年 

・試算期間：基準年度の翌年から 40 年間 

・改築：更新周期 50 年 

改築単価 330,000 円／㎡ 

工事期間 2 年 

・大規模改造：実施年数 20 年周期 

工事期間 1 年 
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（６）学校施設の老朽化状況 

① 劣化状況調査 

◯下表に示す項目について、目視等による劣化状況調査を実施し、建築部位、設備ごとの劣化状

況を A、B、C、D の 4 段階で評価しました。 

 

 

表 ３-７ 主な調査項目 

部位・設備 主な調査項目 

構造部 ひび割れ、さび汁、白華、鉄筋露出、欠損等 

建築部位 

 

屋根・屋上 
屋上床面のひび割れ・浮き・剥離・摩耗等、目地・シーリング材の損

傷等、排水溝・排水口・雨樋のつまり等 

外壁 
外壁仕上材の剥落・白華・ひび割れ・浮き・さび・変形等、目地・ 

シーリング材の損傷等 

内部 
天井・壁の漏水跡、天井・壁・床の仕上材の浮き・たわみ・    

ひび割れ・剥落・損傷等 

機械設備 給排水設備、空調・換気設備、衛生設備、消防設備の不具合等 

電気設備 受変電設備、照明器具の不具合等 

 

 

表 ３-８ 評価基準 

 評価 基準 

 A おおむね良好 

 B 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） 

 C 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 

 

D 

早急に対応する必要がある 

（安全上、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている） 

（設備が故障し、施設運営に支障を与えている）等 

 

  

良好 

劣化 
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② 劣化状況の評価結果 

○構造躯体の健全性及び構造躯体以外の劣化状況等の評価結果は、以下のとおりです。 

 

表 ３-９ 劣化状況評価結果一覧 
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第４章 学校施設整備の基本的な方針等 

４－１ 学校施設の規模・配置計画等の方針 

（１）学校施設の規模・配置計画等の方針 

○学校施設の規模・配置等について、当面は現在の規模・配置を維持していきます。ただし、社

会情勢や児童生徒数の変化に応じ、規模・配置等の見直しを検討します。 

 

４－２ 改修等の基本的な方針 

（１）予防保全の方針 

○建物をできる限り長く使うため、損傷や故障の発生に伴い改修等を行うような対症療法である

「事後保全」ではなく、機能低下の兆候を検出し、使用不可能な状態となる前に、改修等を行

う「予防保全」を原則とし、適切な維持管理を行っていきます。 

○「予防保全」を行うことにより、突発的な事故や費用発生を予防し、施設の不具合の発生を低

減することに努めます。 

 
資料：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（文部科学省） 

図 ４-１ 改築中心から長寿命化への転換イメージ  
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（２）長寿命化の方針 

○計画対象施設は計画的に維持管理し、長寿命化を図ります。 

○計画対象施設のうち、今後 30 年以上使い続ける建物は、長寿命化改修を実施します。 

○長寿命化を図る計画対象施設については、大規模改造（機能回復）、長寿命化改修（機能向

上）の実施により、経年劣化を回復するとともに、省エネルギー化やバリアフリー化等の社会

的要求への対応を行います。 

 

（３）目標使用年数・改修周期 

○学校施設の物理的な耐用年数は、「適切な維持管理がなされ、コンクリート及び鉄筋の強度が

確保される場合には 70～80 年程度（学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（平成 27 年 文

部科学省））」とされています。そのため、計画対象施設は、築 80 年程度まで使用することを

目標とします。 

○改修周期は、築 40 年に長寿命化改修、築 20 年と築 60 年に大規模改造を実施することを原則と

します。長寿命化改修に先立ち「公立学校建物の耐力度調査実施要領（平成 30 年 文部科学

省）」を参考に、長寿命化が可能であるか、構造躯体の健全性を確認します。既に築 40 年が経

過した建物であっても、構造躯体の健全性が確認できたものについては、長寿命化改修を実施

します。 

○長寿命化改修を実施した建物については、改修の実施から 30 年以上使い続けることとします。 

従来の改修周期のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命化による改修周期のイメージ 
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図 ４-２ 改修周期のイメージ 

第５章 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

５－１ 改修等の整備水準 

○改修等の実施にあたっては、次の学校施設に求められる基本的機能と改修等の整備水準に配慮す

ることとします。 

 

表 ５-１ 学校施設に求められる基本的機能 

機能 考え方 

安全性 

○耐震性が確保されていること。 

○落下などの危険がないこと。 

○防犯性が確保されていること。 

○災害に備えられていること。 

機能性 
○利便性が高いこと。 

○快適性が高いこと。 

経済性 

○建物の使用年数に応じた部材等や工法などが考慮されていること。 

○トータルコストが低いこと。 

○維持管理にかかるコストが低いこと。 

社会性 

○地域性が考慮されていること。 

○どんな人でも公平に使えること。 

○持続可能性が考慮されていること。 

 

表 ５-２ 改修等の整備水準 

機能 考え方 

耐久性 
○建物の使用年数に応じた躯体、仕上げ、設備等とする。 

○トータルコストが低い部材等とする。 

可変性 
○用途変更や設備方式の変更、設備の追加、増築などを考慮した柔軟性

の高い設計とする。 

更新性 
○標準品や汎用品などの更新が容易な部材等とする。 

○設備機器等の更新が容易な設計とする。 

持続可能性 

○高気密や高断熱、LED 照明など省エネルギー性能の高い設計とする。 

○再生可能エネルギーの利用など環境不可の低い設計を優先する。 

○地場産材など環境不可の低い材料の使用を優先する。 

○再生資材、再生可能な材料の使用を優先する。 

○バリアフリー等のユニバーサルデザインに配慮する。 

メンテナンス性 
○清掃や点検、消耗品の交換等の維持管理が効率的に実施できる設計と

する 
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５－２ 維持管理の項目・手法等 

○建物の劣化を早期に把握し、劣化状況に応じた対応のため、定期的に建物の対象部位の劣化状況

を調査します。 

○調査の結果等を踏まえ、下表の予防保全、事後保全の対応手法を基本とします。 

 

表 ５-３ 対象部位別の対応手法 

対象部位 考え方 保全手法 対応手法 

屋根・屋上 

○劣化が進めば、防水効果が

薄れて漏水を引き起こし、

構造躯体の劣化や室内の仕

上げ材及び設備機器の損傷

を招く 

○構造躯体の脆弱化を予防す

るため、漏水を未然に防ぐ

などの早期の対応が求めら

れる 

予防保全 
○防水材、塗装、シーリング材の

定期的な更新など 

事後保全 ○破損箇所の修繕など 

外壁・外部建具 

○劣化が進めば、防水効果が

薄れて漏水を引き起こし、

構造躯体の劣化や室内の仕

上げ材及び設備機器の損傷

を招く 

○タイル等の仕上材の落下に

より、人的被害が発生する

危険性が高まる 

予防保全 

○塗装、シーリング材の定期的な

更新など 

○タイル等仕上げ材の剥離箇所の

定期的な調査と修繕など 

事後保全 ○破損箇所の修繕など 

内部 

○美観への影響等を除けば、

破損等が生じてからの対応

でも大きな支障がない 

事後保全 ○破損箇所の修繕など 

電気設備・ 

機械設備 

○適切な維持管理が行われて

いないと機能低下・機能停

止による施設機能が停止す

る等の深刻な運営上の影響

がある 

○各点検等の義務付け、厳守

するべき保安規程、清掃の

義務付け等がある 

予防保全 
○点検・部品交換、オイル交換、機

器交換など 

事後保全 ○不具合箇所の修繕など 
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第６章 長寿命化のロードマップ 

６－１ 改修等の優先順位づけとロードマップ 

（１）改修等の優先順位づけ 

○改修等については、次の優先順位を原則とします。ただし、改修等の実施時期が重なる場合、建

築後の経過年数や個別の事情を総合的に勘案し、優先順位を判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①安全性に関する修繕等 

②劣化している部位の修繕等 

③建築後の経過年数に応じた改修周期沿って実施する改修等 
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（２）改修等のロードマップ 

○今後の改修等は、次表の時期に予定します。 

○工事単価については「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書付属エクセルソフト」により試

算していますが、事業の実施に際しては、個別の学校施設の状況及び財政状況を鑑み、実施の検

討を慎重に行った上で、必要な改修等の規模や整備水準等を検討し、詳細な事業費を改めて試算

することとします。 

表 ６-１ 直近 5 年間のロードマップ 

 

※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 

  

（百万円）

学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費
新増築事業

改築事業

耐震化事業
（非構造部材の
　対策含む）

長寿命化改修

大規模改造（老朽）

防災関連事業

トイレ整備

空調整備

障害児等対策

特別支援学校の整備

部位修繕 吉浜小 20 湯河原小 40 東台小 20

その他施設整備費 町内全校 23 町内全校 23 町内全校 23 町内全校 23 町内全校 23

維持修繕費 町内全校 7 町内全校 7 町内全校 7 町内全校 7 町内全校 7

光熱水費・委託費 町内全校 38 町内全校 38 町内全校 38 町内全校 38 町内全校 38

88 108 88 68 68

2021 2022 2023 2024 2025
R3 R4 R5 R6 R7

合　計

施
設
整
備
費

事業名称

年度
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６－２ 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 

○長寿命化型の維持・更新コストを「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書付属エクセルソ

フト」を用いて試算した結果は、次のとおりです。 

○従来型から長寿命化型にシフトすることで、今後 40 年間のコストの総額は約 163 億円となり、

40 年間の平均でみると約 4 億円/年となります。総額を従来型のコスト約 178 億円（Ｐ17 参

照）と比較すると約 15 億円、約 8.4％の経費削減となります。 

○修繕・改修の際には、その時点で学校施設に求められる機能・性能を検討することで、過度な

修繕・改修とならないよう留意するとともに、一体的に行うことが経済的・合理的となる修

繕・改修の実施もあわせて検討することで更なるコストの縮減を図ります。 

 

 

※ 端数処理しているため、各数字の合計は一致しないことがあります。 

図 ６-１ 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 
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第７章 計画の継続的運用方針 

７－１ 情報基盤の整備と活用 

○施設の基本情報、光熱水費、修繕履歴等の情報をデータベースに整理して、一元管理することに

より、計画的かつ効率的な維持管理を推進します。 

 

７－２ 推進体制等の整備 

○計画を継続的に実施するために、教育委員会を中心に関係課と連携し、全庁的な体制で取り組ん

でいきます。 

○学校施設の維持管理については、劣化状況調査や点検の結果を活用して、不具合の早期回復に努

めます。 

 

７－３ フォローアップ 

○計画の進捗状況を把握・評価し、状況に応じて適切に改善を行います。 

○PDCA サイクルの考え方に基づいて計画の推進に取り組みます。特に、計画の見直しに際して

は、長寿命化の実施状況、劣化状況を評価し、再検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７-１ PDCA サイクルのイメージ 

  

本計画の策定・見直し 

本計画と点検等結果に沿った

修繕・改修等の実施 

建物の状態、利用状況、財政状況等

から実施の効果を検証し課題を抽出 

課題に対応し、施策や事業、

方針の改善を実施 
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第８章 今後の方向性 
○本町では、当面、学校施設の適切な維持管理を図りながら、社会情勢や児童生徒数の変化に応

じ、規模・配置等の見直しを検討します。 

○長期的な視点による施設配置の方針を検討し、順次、長寿命化改修を実施し、学校施設の経年劣

化を回復するとともに、求められる社会的要求水準に対応した整備を行っていきます。 
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